
様式第１（第１条関係） 

（別表１） 

事業継続力強化支援計画 

事業継続力強化支援事業の目標 

Ⅰ現状 
(１) 地域の災害リスク 

(地勢と自然条件) 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宝塚市は兵庫県南東部に位置し、面積は 101.89 平方キロメ－トルあり、南北に細長く、住宅地が

広がる南部市街地と、豊かな自然に囲まれた北部田園地域から成っている。南部市街地には武庫川が

北から南へ流下しており、地形は武庫川により大きな影響を受けてきた。周囲は兵庫県の神戸市北

区・西宮市・伊丹市・川西市・三田市・猪名川町と接している。 

交通網はＪＲ福知山線(宝塚・中山寺・武田尾の 3 駅)と、阪急宝塚本線(雲雀丘花屋敷・山本・中

山観音・売布神社・清荒神の 5 駅)、阪急今津線(仁川・小林・逆瀬川・宝塚南口の 4 駅)の終点宝塚

駅があり、大阪・神戸及び阪神地域の諸都市を結んでいる。東西に中国自動車道(宝塚ＩＣ)と新名神

高速道路(宝塚北ＳＡ、宝塚北スマ－トＩＣ)が通り、国道 176号線が市の東西を横断し、南北には主

要地方道尼崎宝塚線(42号線)と県道西宮宝塚線(114号線)が縦断し、市内の道路網も整備され、交通

量も多い。阪急・阪神バス路線が市内各所を網羅し、市民の足となっている。 

 

(水害:ハザ－ドマップ) 

 宝塚市において、外水氾濫(破堤壊・越流)については、武庫川は歴史的にもしばしば氾濫を起こし

ており、武庫川沿いの低地は潜在的に危険性がある。また、内水氾濫については、宅地化や市街地化

の進展に伴い河川流域全体の保水、遊水能力が低下する一方、排水量は増加するため、災害危険性の

ある地域は低地のみに止まらず、拡大する傾向にある。 

 近年、「集中豪雨」や「局地的大雨」による災害が注目されている。集中豪雨は、同じ場所に数時

間にわたって大量の雨が降ることで、河川の氾濫や土砂災害を引き起こすことがあり、局地的大雨は、

短時間に局地的に激しい雨を降らせることで、中小河川や下水道の急な増水やアンダーパスなどの低

地の浸水を引き起こすことがあるため、注意が必要である。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(土砂災害:ハザ－ドマップ) 

六甲山地は断層に支配された山地であり、多くの活断層やリニアメントによって破砕された地域と 

なっている。 また、深層風化の進んだ花崗岩地域であることも加わり、新旧多数の崩壊跡地やこれ

に対応する谷 底沿いの崖錐堆積物が認められ、山地斜面における侵食作用が活発であることを示し

ている。さらに、過去に大規模な崩壊を発生させたと考えられる斜面も点在し山麓部には崩壊・土石

流堆積物が多量に分布する。  

一方、摂丹山地は風化層のやや浅い流紋岩類から構成され、山地には侵食小起伏面起源の山頂緩斜 

面が広がり、武庫川の先行谷沿いでは明瞭な遷急線が発達している。また、谷底平野沿いには麓屑面

などの比較的古い時代の山麓緩斜面が点在する。このため、六甲山地は摂丹山地に比べると、豪雨時

の新たな崩壊発生、土石流災害を招く危険性がかなり高い地域と判断され、活断層群の集中帯でもあ

ることから、地震動による各種の災害も懸念されるところといえる。  

なお、摂丹山地でも大原野南東側から安場池にかけての山麓部、武庫川・僧川・川下川沿いの急斜 

面などでは、豪雨時の土石流、斜面崩壊の危険性がやや高い傾向にある。 

 

(地震:J-SHIS) 

① 想定地震の設定 

本市域に甚大な地震被害をもたらす可能性のある地震であり、防災拠点に甚大な被害が及ぶことを

前提として地域防災計画を策定する観点から発生位置を設定することを要件として、以下のとおり、

県内どこででも起こりうる断層（伏在断層）地震のうち、本市直下を震源とする内陸直下型地震を想

定地震とした。  

 

想定地震による被害想定上の前提条件 

想
定
し
た
断
層
の
諸
元 

断層の名称           想定される伏在断層 

地震のマグニチュード      6.9 

断層の長さ           17.0km 

断層上端の深さ         4.0km 

震源の位置          市役所直下 

 

➁ 想定地震の被害の全体像 

想定される伏在断層の地震により、市域南部の低地などで震度６強の揺れとなり、北部の山地部で

は震度 6弱～5弱の揺れとなる。 

対象河川 規模 雨量条件 

武庫川水系：武庫川、仁川、小

仁川、天王寺川、天神川、足洗

川、勅使川、大堀川、逆瀬川、

支多々川、亥の谷川、一後川、

羽束川、波豆川、佐曽利川 

 

1/100年確率規模以上 

(計画規模) 

24時間総雨量 247mm 

1/1000年確率規模以上 

(想定最大規模) 

24時間総雨量 511mm 

淀川水系最明寺川 1/100年確率規模以上 

(計画規模) 

9時間総雨量 237mm 

1/1000年確率規模以上 

(想定最大規模) 

9時間総雨量 380mm 



市街地部で液状化が発生した場合、市域の全ての方面で、建物倒壊、火災、ライフライン被害、 道

路・河川管理施設・鉄道などの土木構造物被害、土砂崩れなどの被害事案のいずれか又はすべてが発

生するものと想定される。 

また、強風あるいは風向きなどにより、市街地部の建物密集地域で火災が発生した場合、延焼によ

る被害が大きくなることが想定される。 

 

(感染症) 

新型インフルエンザは、10 年から 40年の周期で出現し、世界的に大きな流行を繰り返している。 

また、令和元年度末に中国での発症が確認された新型コロナウイルス感染症（COVID-19）において

は、当市は令和 3年度に発令された新型コロナウイルス感染症による緊急事態宣言の解除後も、蔓延

防止等重点措置区域に指定され、多くの事業者が多大な影響を受けた。 

令和 5年 5月に 5類感染症に位置づけられたが、引き続き兵庫県をはじめ関係機関等と連携しなが

ら、その動向に注視し適切に対応していく。 

 

 

(２) 商工業者の状況 

 令和 5年 3月 31日現在 商工業者数 5,402社 小規模事業者数 3,598社 

 

【 商工業者の内訳 】 

業種 商工業者数 小規模事業者数 備考 

製造業 137 110 幹線道路沿い、高司地区等に位置している 

卸売業・小売業 1,793 1,073 中心市街地・各駅タ－ミナル等に集積 

建設業 456 434 市内に広く分布している 

サービス業 2,863 1,857 市内に広く分布している 

その他 153 124  

合計 5,402 3,598  

※令和３年経済センサス活動調査結果を改編、業種分類は日本産業分類大分類を基準に編集、卸売・

小売業に宿泊業・飲食サ－ビス業を含む 

 

 

(３) これまでの取り組み 

 ①当市の取組 

  防災訓練の実施 

  防災備品の備蓄、点検 

  感染症対策の注意喚起 

 

 ➁当初の取り組み 

  事業者ＢＣＰに関する国の施策の周知 

  兵庫県共済協同組合と連携した損害保険への加入促進 

  サイバ-セキュリティ－セミナ－の実施 

  避難訓練の実施(ソリオ宝塚都市開発（株）主催) 

  新型コロナウイルス追跡システムの導入、テレワ－クの実施 

 

 

Ⅱ課題 
 

 当市は、市街地が扇状に山地に囲まれ、武庫川や中小河川も多数あり、自然災害には無関心ではい



られない状況ではあるが、市民の間では、災害の少ない安全な地域ととらえる傾向が強い。 

 経営指導員等職員が、巡回や窓口でＢＣＰ策定に関し調査したところ、小規模事業者のＢＣＰ策定

に対する関心度は低い状況にある。 

 また、当所でも、防災計画とＢＣＰの違いを正しく理解し、平時・緊急時の対応を推進するノウハ

ウを持った人員が十分ではない。加えて、緊急時における市内事業者の復旧・事業継続の支援につい

て、具体的な体制やマニュアルが未整備となっており、早急に支援体制を構築する必要がある。 

 さらに、感染症対策では、管内小規模事業者に対して予防接種の推奨や手洗いの徹底、体調不良者

を出社させないルール作りや、感染症拡大時に備えてマスクや消毒液等の衛生用品の備蓄、リスクフ

ァイナンス対策としての保険加入の必要性などの周知が課題である。 

 サイバ－攻撃対策では、システムにウィルス対策ソフトを導入、ＯＳ・ソフトウェアの更新、パス

ワードの適切な管理などの対策を周知する必要がある。 

 また域内において感染症発生時には速やかに拡大防止措置を行えるよう、組織内における体制、 

関係機関との連携体制を平時から構築する。 

 

Ⅲ目標 
 

(事業者対策) 

 管内小規模事業者に対し、事業継続を妨げる脅威を認識させ、事前対策の必要性を周知する。 

 小規模事業者がＢＣＰ策定に取り組むきっかけとするため、ＢＣＰセミナ－を開催する。 

 ＢＣＰ策定を目指す事業者には、必要に応じて専門家を交え、計画策定を支援する。 

 発災後の復旧費用や運転資金の必要性に備えるため、共催・保険制度の推進を行う。 

 

(内部体制) 

 職員が、支援者向けのＢＣＰ策定セミナ－を受講し、支援力を高める。 

 発災時における連絡体制を円滑に行うため、宝塚商工会議所と宝塚市との間における被害情報報告

ル－トを構築する。 

 発災後速やかな復興支援策が行えるよう、また国内において感染者が発生した場合には速やかに拡

大防止措置を行えるよう、組織内における体制、関係機関との連携体制を平時から構築する。 

 

〇成果目標 

商工業者数 小規模事業者数 事業年度 
セミナ－開催 

(回数) 

策定目標 

(事業者数) 

ＢＣＰ 
事業継続力 

強化計画 

5,402 3,598 

Ｒ6 1 4 4 

Ｒ7 1 4 4 

Ｒ8 1 5 5 

Ｒ9 1 5 5 

Ｒ10 1 6 6 

 

※その他 上記内容に変更が生じた場合は、速やかに県に報告する。 

 

 

 

 

 

 



事業継続力強化支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）事業継続力強化支援事業の実施期間（令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31 日） 

 

（２）事業継続力強化支援事業の内容 

 宝塚商工会議所と宝塚市の役割分担や体制を整理し、連携して以下の事業を実施する。 

 

＜１．事前の対策＞ 

① 小規模事業者に対する災害リスクの周知 

巡回訪問 

 ハザ-ドマップ等を用いながら、事業所立地場所の自然災害のリスク及びその影響を軽減するため

の取組や対策(事業休業への備え、水災保証等の損害保険・共済加入等)について説明する。 

 また、自然災害以外の脅威(感染症、情報セキュリティ事故(サイバ－攻撃対策)、サプライチェー

ンの途絶等)についても説明する。 

 まずは会員企業から行い、3年目から会員企業以外にも紹介していく。 

 

 広報ツールの活用 

 会報(商工会議所報:毎月発行)や市広報(広報たからづか:毎月発行)、ホームページ等を活用し、国

の施策の紹介や、リスク対策の必要性、損害保険の概要、事業ＢＣＰに積極的に取り組む小規模事業

者の紹介等を行う。 

 

 商工会議所職員による個別支援 

 管内小規模事業者に対し、事業者ＢＣＰ(簡易な計画も含む)の策定による実効性のある取組の推進

や、効果的な訓練等について、随時、指導及び助言を行う。 

 

 専門家による集団指導・個別支援 

 ＢＣＰに関する専門家を招き、小規模事業者に対する普及啓発セミナー等を実施する。 

 

 ➁商工会議所自身の事業継続計画の作成 

 宝塚商工会議所は、令和 6年 1月までに事業継続計画を作成予定。 

 

 ➂関係団体等との連携 

 損害保険会社やＢＣＰ専門家に派遣を依頼し、管内小規模事業者を対象とした普及啓発セミナーや

損害保険の紹介等を行う。 

 関係機関への普及啓発ポスターの掲示依頼や、セミナー等を共催する。 

 

 ④フォローアップ 

 管内小規模事業者のＢＣＰ策定等取組状況を、市内景気動向調査(年 1回実施)の中で確認する。 

 宝塚商工会議所と宝塚市で年 1回状況確認や改善点等について協議する。 

 

 ⑤当該計画に係る訓練の実施 

 自然災害(震度 7の地震)が発生したと仮定し、宝塚市との連携ルートの確認等を行う。 

 

＜２．発災後の対策＞ 

 自然災害等の発災時には人命救助を最優先の上、下記の手順で管内の被害状況を把握し、関係機関

へ連絡する。 

① 応急対策の実施可否の確認 



発災後 3時間以内に職員の安否報告を行う。 

(ＳＮＳ等を活用し、安否情報や業務従事の可否、被害状況等を宝塚商工会議所と宝塚市で共有する。) 

 国内感染者発生後には、職員の体調確認を行うとともに、会館内の消毒、職員の手洗い・うがい等

を徹底する。 

 

 ➁応急対策の方針決定 

 宝塚商工会議所と宝塚市との間で、被害状況や被害規模に応じた応急対策の方針を決める。 

 職員自身の目視で命の危険を感じる降雨状況の場合は、自主的な判断により出勤をせず、職員自身

がまず安全確保をし、警報解除後に出勤する。 

 公共交通機関が不通の場合も上記と同様とする。 

 職員全員が被災する等により応急対策が取れない場合の役割分担を決める。 

 大まかな被害状況を確認し、3日以内に情報共有する。 

 

(被害規模の目安) 

被害規模 被害の状況 

大規模な被害がある 

 管内 10％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等の

比較的軽微な被害が発生している。 

 管内 1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等の大

きな被害が発生している。 

 被害が見込まれる地域において連絡が取れない、もしくは、交通網

が遮断されており、確認ができない。 

被害がある 

 管内 1％程度の事業所で、「瓦が飛ぶ」、「窓ガラスが割れる」等の比

較的軽微な被害が発生している。 

 管内 0.1％程度の事業所で、「床上浸水」、「建物の全壊・半壊」等の

大きな被害が発生している。 

ほぼ被害はない 目立った被害の情報がない 

※なお、連絡が取れない区域については、大規模な被害が生じているものと考える。 

 

 本計画により、宝塚商工会議所と宝塚市は以下の間隔で被害情報等を共有する。 

発災後～1週間 1日に 2回共有する 

1週間～1ヵ月 1日に 1回共有する 

1ヵ月以降 2日に 1回共有する 

 

＜３．発災時おける指示命令系統・連携体制＞ 

 自然災害等発生時に、管内小規模事業者の被害情報の迅速な報告及び指揮命令を円滑に行うことが

できる仕組みを構築する。 

【具体的な仕組み】 

被害状況の確認は宝塚商工会議所が主導で、主に会員事業所を中心に行う。 

 事務局長指揮の下、被災した事業者に連絡、場合によっては訪問し、個別の被害状況を調査する。 

 二次災害を防止するため、被災地域での活動を行う範囲について決めておく。 

 当所と当市は被害状況の確認方法についてあらかじめ確認しておく。 

 当所と当市が共有した情報を、兵庫県の指定する方法にて当所又は当市より県(窓口は県民局)へ報

告する。 

 感染症流行の場合、国や兵庫県等の情報や方針に基づき、当所と当市が共有した情報を兵庫県の指

定する方法にて当所又は当市より県(窓口は県民局)へ報告する。同時に、兵庫県商工会議所連合会へ

も報告する。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜４．応急対策時の地区内小規模事業者に対する支援＞ 

 相談窓口の開設方法について、宝塚商工会議所と宝塚市が協議の上決定する(当所が、国の依頼を

受けた場合は、特別相談窓口を設置する)。 

 安全性が確認された場所において、相談窓口を設置する。 

 管内、小規模事業者等の被害状況の詳細を確認する。 

 応急時に有効な被災事業者施策(国、兵庫県、宝塚市等の施策)について、管内小規模事業者等へ周

知する。 

 感染症の場合、事業活動に影響を受ける、またはその恐れがある小規模事業者を対象とした支援策

や相談窓口の開設等を行う。 

 

＜５．地区内小規模事業者に対する復興支援＞ 

 兵庫県の方針に従って、復旧・復興支援の方針を決め、被災小規模事業者に対し支援を行う。 

 被害規模が大きく、被災地の職員だけでは対応が困難場合には、他の地域からの応援派遣等を兵庫

県・兵庫県商工会議所連合会等に相談する。 

 

※その他、上記内容に変更が生じた場合は、速やかに県へ報告する 

 

兵庫県(阪神北県民局) 近畿経済産業局等 

宝塚商工会議所 兵庫県商工会議所連合会 

宝塚市 



（別表２） 

 事業継続力強化支援事業の実施体制 

事業継続力強化支援事業の実施体制 

（令和５年１０月現在） 

 

（１） 実施体制（宝塚商工会議所の事業継続力強化支援事業実施に係る体制／宝塚市の事業継続力

強化支援事業実施に係る体制／宝塚商工会議所と宝塚市の共同体制／経営指導員の関与体制

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第５条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①当該経営指導員の氏名、連絡先 

氏名：田中香織、横山保秀、植村威之 

宝塚商工会議所 TEL.0797-83-2211 

② 当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

本計画の具体的な取組の企画や実行 

本計画に基づく進捗確認、見直し等フォロ－アップ(1年に 1回) 

 

(３)商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会議所 

〒665－0845 兵庫県宝塚市栄町 2丁目 1番 2号 ソリオ 2(6階) 

 宝塚商工会議所 

 TEL 0797－83－2211  FAX 0797-84-3618 

 E-Mail  info@takarazuka-cci.or.jp 

➁関係市町村 

  〒665-8665 兵庫県宝塚市東洋町１番１号 

 宝塚市産業文化部商工勤労課 

 TEL 0797-77-2071  FAX 0797-77-2171 

 E-Mail m-takarazuka0066＠city.takarazuka.lg.jp 

 

 その他、上記内容に変更が生じた場合は、速やかに兵庫県へ報告する。 

兵庫県商工会議所 

連合会 

宝塚商工会議所 

事務局長 

宝塚商工会議所(本部) 

法定経営指導員 

宝塚市 

産業文化部長 

宝塚市 

商工勤労課 

宝塚市 

総合防災課 

緊急時応援 

連携 

連 絡

調整 



（別表３） 

 事業継続力強化支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
６年度 ７年度 ８年度 ９年度 １０年度 

必要な資金の額 ２１０ ２１０ ３１０ ３１０ ４１０ 

 

セミナ－開催

費 

 

専門家派遣費 

 

パンフ、チラシ

作成費 

６０ 

 

 

１００ 

 

５０ 

６０ 

 

 

１００ 

 

５０ 

６０ 

 

 

２００ 

 

５０ 

６０ 

 

 

２００ 

 

５０ 

６０ 

 

 

３００ 

 

５０ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

兵庫県補助金、会費、事業収入等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 事業継続力強化支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携

して事業継続力強化支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 


